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　本研究では，小学校教員の児童虐待に関する認識や対応などの現状を把握し，児童虐待防
止等のために必要なことを検討することを目的とし，2014年に岡山県内の小学校7校の協力
を得て質問紙調査を行い分析した。分析の結果，ほとんどの教員は，児童虐待の早期発見努
力義務及び通告義務を認知しており，被虐待児童の発見経験がある教員は7割以上で，被虐
待児童の発見時には多様な方法で対応していること，8割以上の教員が児童虐待に関する教
育を受けていることを確認できた。児童虐待関連の知識や学習経験，被虐待児童と遭遇経験
がある教員は，虐待判断認識が高く，通告意思が高いことや，教員が児童虐待防止等に適切
な対応をするためには，継続的な学習機会の提供により的確な知識を持つとともに，学校内
外のネットワークの整備，関係者間の共通認識と情報の共有などが必要であることが明らか
になった。
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１．研究目的
　2013年度に全国の児童相談所に寄せられた児童
虐待に関する相談件数は73,802件で，日本ではじめ
て公式的に児童虐待相談件数を公表した1990年以
来，最高の相談件数を示した（厚生労働省，2014）。
家族や親族，隣人，福祉事務所，医療機関，学校，
警察など様々な経路を通して相談が寄せられてお
り，2013年度には，警察等が最も多く28.8％，隣人・
知人が18.8％，家族が10.0％，福祉事務所が9.0％，
学校等が8.8％の順になっている（厚生労働省雇用
均衡・児童家庭局総務課，2015）。被虐待児童の年
齢は，2013年度の場合，就学前の児童が42.6％，小
学生が35.3％，中学生が14.4％，高校生などが7.7％
を占めている（厚生労働省，2014）。
　日本では，2000年に「児童虐待の防止等に関す
る法律」(以下「児童虐待防止法」と称す）が成立
した。その後，2004年の法改正に基づいて，児童
虐待防止に係る学校の教職員等の義務が明文化され
た。その背景にあるのは，児童虐待が年々増え，被
虐待児童における小・中学生の占める割合も高く，
学校等からの相談も多いことなどである。全国の児
童虐待相談所に寄せられる児童虐待相談件数の１割
程度は，学校等を通じて相談されており，被虐待児
童の約半数は，小・中学生が占めること，彼らは多
くの時間を学校で過ごしていることなどを考慮する
と，児童虐待を未然に防止し，早期発見するための
学校の教職員の役割は大きいと思われる。
　本研究では，このような現状を踏まえて，まず，
小学校の教員における児童虐待に関する認識や被虐
待児童への対応などを含む現状を明らかにし，学校
の教職員に求められている児童虐待防止，早期発見，
適切な対応のためにどのようなことが必要かを検討
することを目的として，小学校教員を対象に質問紙
調査を行い分析した。
２．先行研究の検討
　児童虐待に関する先行研究を検討した李らは，「上
野加代子をはじめ多くの研究者は，日本で児童虐待
という言葉が頻繁に出現し，問題カテゴリとして社
会に浸透し始めたのは1990年代以降からであると
指摘する」と述べ，『子ども白書』や『厚生労働白書』
にも1990年代以降から「児童虐待」という言葉が
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登場したこと，児童虐待防止協会などのような民間
団体が1990年代以降に設立されている様子を紹介
している。さらに，李らの研究では，1990年代以
降の先行研究をレビューし，1990年代以降には，児
童虐待に関する研究も活発に行われ，児童虐待や子
どもへの不適切な関わり（マルトリートメント）に
ついての研究や，児童虐待の実態に関する研究，教
職員における児童虐待対応や知識の認知度などに関
する研究，大学生における児童虐待の認知度に関す
る研究，未就学児の保護者や子ども関連職業に従事
している人を対象にしたしつけと虐待の境界に関す
る研究など，様々な研究が行われていることを報告
している（李・山下・津村，2012）（李・津村，2013）
（上本・李，2014）。
　ここでは，本研究の目的を踏まえて，教職員を対
象とした研究を中心に検討した。その結果，教職員
を対象とした研究では，被虐待児童に接した経験と
対応，児童虐待に関する知識，虐待の判断，通告意
思，児童虐待防止に関する学校の取組や課題を提示
する研究などが行われていることを確認することが
できた（玉井，2004）（西原・原田・山口他，2008）（横
島・岡田，2007）（岩崎・子安・伊藤，2007）（田中・
長友・藤田他，2007）（田中・藤田・横山，2010）（蓮
尾・鈴木・山川，2012）。
　まず，被虐待児童と接した経験に関する結果をみ
ると，玉井の研究では，教員の５人に１人以上は，
勤務校において児童虐待を疑った経験や実際に対応
した経験を持ち，その経験の有無は教職員歴と無関
係であったことが指摘されている（玉井，2004）。
田中らの研究では，被虐待児童を担任した経験があ
る教員が４割近くで，１割以上の教員は２事例以上
担任として関わっていたことが報告されている（田
中・長友・藤田他，2007）。他の研究でも，教職員
の半数以上（横島・岡田，2007），４割以上（岩崎・
子安・伊藤，2007）が，被虐待児童と接したことが
あると報告されており，それらの結果から，教員の
多くは，学校の現場において被虐待児童と実際に接
していることが明らかになっている。
　児童虐待防止法や対応などに関する知識について
は，田中らの研究では，児童虐待防止法を知ってい
た教員は３割弱（田中・長友・藤田他，2007），「児
童虐待防止法」に基づいて教職員に求められている
「児童虐待の早期発見義務」を知っていた教員は６
割以上（岩崎・子安・伊藤，2007），「通告義務」を
知っていた教員は，過半数から９割以上で（玉井，
2004）（西原・原田・山口他，2008）（横島・岡田，
2007）（岩崎・子安・伊藤，2007），早期発見努力義
務や通告義務に関する認知度は決して低くないこと
が報告されている。しかしながら，通告に関する重
要事項である「通告者を漏洩してはならないこと」，
「電話や面談で通告できること」，「虐待の疑いがあ
れば通告できること」，「児童虐待の通告は守秘義務
に優先すること」などについては，約３人に１人が
知らないという研究結果もみられた（西原・原田・
山口他，2008）。
　岩崎らは，「タバコの火を押し付ける」などの39
行為を設定し，教員における虐待判断と通告の必要
性を確認し，身体的虐待と性的虐待に関する行為に
ついては，虐待として判断する教員が多かったが，
心理的虐待やネグレクトに関する行為については，
虐待として判断する割合が減少する傾向を分析して
いる。さらに，児童相談所などに通告する必要があ
るかという質問については，虐待判断において高率
であった項目で通告の必要があると判断した教員が
多く，虐待判断の重要性が指摘されている（岩崎・
子安・伊藤，2007）。玉井や西原らの研究においても，
虐待を受けていると疑われる児童・生徒を発見した
場合，９割以上の教職員が通告すると答えている（玉
井，2004）（西原・原田・山口他，2008）。
　しかし，実際に虐待を疑った後の対応については，
関係機関への通告よりも，学校内の管理者に連絡す
ることが多く，虐待の発見が必ずしも関係機関への
連絡・通告，さらに連携・協力に繋がっていない現
状もみられた（岩崎・子安・伊藤，2007）。その理
由として，教職員の中には，虐待の判断に自信がな
く，誤った判断を恐れて通告をためらう場合もある
が，さらに，通告後に起きるかも知れないことを懸
念してためらう場合も多かった。つまり，通告後に，
教職員と児童の保護者との関係が悪化すること，保
護者が虐待をエスカレートさせることなどを懸念し
て，通告をためらってしまうという実態も明らかに
なったのである（玉井，2004）（岩崎・子安・伊藤，
2007）（西原・原田・山口他，2008）。
　さらに，以上の研究では，被虐待児童を担任した
経験は虐待の判断に影響を与えることや（田中・長
友・藤田他，2007），虐待事例に対応した経験を持
つ教員の方が早期発見努力義務や通告義務の認知
度が高かったことも明らかになっている（玉井，
2004）。それらに関連して，横島・岡田は，「虐待問
題に実際に遭遇しなければその問題意識が向上する
こともなく，法律を十分に理解し，それを対応に結
びつけることがほとんどない」と強調し，教職員が
虐待の対応を迫られて初めて法律について認識する
ようになる現状を指摘している（横島・岡田，
2007）。
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３．研究方法
⑴　調査の手続きと調査対象者の属性
　以上の先行研究を踏まえ，本稿では，小学校教員
を対象に「児童虐待に関する小学校教員の意識・対
応等の調査」というタイトルで，2014年10月から
11月の間に岡山県における７校の小学校の協力を
得て，調査を実施した。145部の調査票を配布，
113名から有効回答を得た（有効回収率77.9％）。
　調査対象者全員には，「『児童虐待に関する小学校
教員の意識・対応等の調査』に関する説明書」とい
うタイトルで，本研究の背景及び目的，調査方法，
この研究に参加することにより予想される利益，不
利益，プライバシー保護及び個人情報の保護，調査
結果の報告と公表方法，問い合わせ先などを記載し
た説明書を配布し，回収をもって調査の承諾を得た
とみなした。さらに，本研究のための調査を実施す
る際，調査対象者には，本調査は匿名調査であり，
個人が特定されることや個人の情報が漏れることは
ないこと，回答に強制性はなく，回答しなかったこ
とによる不利益は生じないことなどを示し，倫理的
配慮を行った。
　調査対象者の属性は表１に示すとおりである。性
別をみると，女性教員が58.7％（64人），男性教員
が41.3％（45人），年齢は，50代が最も多く，33.3％
を占めている。職歴は，平均19.4年で，20年から30
年の教員が最も多かった。クラスの担任を務めてい
る教員か63.8％である。以下のすべての分析におい
て無回答は除いた。
⑵　調査内容と分析方法
　本稿で設定した主な質問項目は，児童虐待関連法
規や児童虐待の定義に関する知識の有無，児童虐待
に関する学習経験の有無，被虐待児童の発見経験の
有無と発見時の対応方法，20項目の具体的虐待行
為に関する認識，子どもに対する保護者の虐待行為
を発見した際の通告意思などである。
　まず，教員の児童虐待に関する認識を明らかにす
るために，本調査では，20の具体的な虐待行為を
設定した。20行為は，上本・李の先行研究で用い
られた，身体的虐待，性的虐待，ネグレクト，心理
的虐待のそれぞれ５行為ずつ20行為を採用した（上
本・李，2014）⑴。質問の際は，上本・李の研究と
同様に20行為をランダムに並べ，それぞれの行為
について「虐待である」，「虐待ではない」，「わから
ない」の３つの選択肢のうち１つ選んでもらった。
さらに，同20行為を例として挙げ，子どもの保護
者が子どもに20行為を行う場面を発見した際，通
告するかどうかという通告意思を確認した。
　本稿では，以上の質問項目に基づいて，⑴児童虐
待防止法や法律内容等に関する認知度，⑵児童虐待
に関する学習経験の有無，⑶被虐待児童の発見経験
の有無と対応，⑷20項目の具体的虐待行為に関す
る認識，⑸子どもに対する保護者の虐待行為を発見
した際の通告意思，⑹20項目の虐待行為に対する
認識と学習経験，被虐待児童との遭遇経験，職歴，
知識，通告意思との関連の順で分析する。
４．分析結果
⑴　児童虐待防止法や法律内容等に関する認知度
　「児童虐待防止法」の法律名と内容について知っ
ているかを質問した結果，表２のように，「法律名
も内容もよく知っている」教員は１割弱，「法律名
と内容をある程度知っている」教員は７割弱で，「よ
く知っている」と「ある程度知っている」を合わせ
て８割程度の教員が法律を知っていた。一方，法律
名は知っているものの内容を知らない教員や法律名
も内容も知らない教員が２割を超えていた。
表１　調査対象者の属性
属　　性 人（％）
性別
女性 64（58.7）
男性 45（41.3）
合計 109（100.0）
年齢
20代 22（21.0）
30代 21（21.0）
40代 24（22.9）
50代 35（33.3）
60代 3（2.9）
合　　計 105（100.0）
職歴
５年以内 19（18.4）
５～10年以内 12（11.7）
10～20年以内 16（15.5）
20～30年以内 32（31.1）
30年以上 24（23.3）
合　　計 103（100.0）
担任の有無
担任有り 67（63.8）
担任無し 38（36.2）
合　　計 105（100.0）
表２　「児童虐待防止法」に関する認知程度
内　　容 人（％）
法律名も内容もよく知っている 10（9.2）
法律名は知っており，内容もある程度
知っている 74（67.9）
法律名は知っているが，内容は知らな
い 23（21.1）
法律名も聞いたことはなく，内容も知
らない 2（1.8）
合　　計 109（100.0）
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　しかし，虐待の具体的な内容についてはほとんど
の教員が知っており（表３），「児童虐待防止法」に
規定されている教職員の「早期発見努力義務」と「通
告義務」規定についても，ほとんどの教員が知って
いた（表４）。法律の諸内容については知らない場
合においても，虐待の具体的な内容や教職員に求め
られている早期発見や通告の規定については認知度
が高いことを確認することができた。
⑵　児童虐待に関する学習経験の有無
　児童虐待に関する学習経験の有無について，教員
になる前と，教員になってからに分けて確認したと
ころ，表５のような結果が得られた。教員になる前
は45％の教員が，教員になってからは81.5％の教員
が，学習経験があると答えた。さらに，学習経験の
ある教員にどこで学習したかを複数回答で答えても
らった結果，教員になる前は（表６），大学での講義
が最も多く，教員になってからは（表７），各種研修
において学習していることが分かった。その他，啓
発パンブレットや講演会での学習経験も多い。
⑶　被虐待児童の遭遇経験の有無と対応
　被虐待児童との発見経験については，「学校現場
で，虐待を受けた児童に出会ったことはありますか」
という質問項目に対して，「虐待を受けた児童に出
会ったことがある」，「虐待を受けたと思われる児童
に出会ったことがある」，「出会ったことはない」の
３つの選択肢から，あてはまるものをすべて選んで
もらった。その結果，「虐待を受けた児童に出会っ
たことがある」教員が46人，「虐待を受けたと思わ
れる児童に出会ったことがある」教員が36人，「出
会ったことがない」教員は27人であった。「虐待を
受けた」と「虐待を受けたと思われる」児童に出会っ
たことのある教員は，80人（重複回答も含め）で，
74.8％の教員は，被虐待児童に出会った経験がある
ことが分かる。
表３　児童虐待の具体的内容の認知度（単位：人（％））
聞いたことがあり，
内容もよく知ってい
る
聞いたことがあり，
内容もある程度知っ
ている
聞いたことはある
が，内容は知らない
聞いたことはなく，
内容も知らない 合　　計
身体的虐待 63（56.8） 47（42.3） 0（0.0） 1（0.9） 111（100.0）
性的虐待 58（52.3） 52（46.8） 0（0.0） 1（0.9） 111（100.0）
ネグレクト 62（55.9） 46（41.4） 2（1.8） 1（0.9） 111（100.0）
心理的虐待 51（45.9） 54（48.6） 5（4.5） 1（1.9） 111（100.0）
表４　「早期発見努力義務」と「通告義務」規定の認知度（単位：人（％））
「早期発見努力義務」規定 「通告義務」規定
知っている 111（99.1） 108（97.3）
知らない 1（0.9） 3（2.7）
合　　計 112（100.0） 111（100.0）
表５　児童虐待の学習経験の有無（単位：人（％））
項　　目 教員になる前 教員になった後
学習したことがある 49（45.0） 88（81.5）
学習したことがない 60（55.0） 20（18.5）
合　　計 109（100.0） 108（100.0）
表６　教員になる前の学習経験の場（複数回答）
項　　目 人（％）
大学での講義 36（75.0）
教育実習に関するオリエンテーション 3（6.3）
教員採用試験対策 13（27.1）
啓発パンフレット 11（22.9）
講演会 12（25.0）
その他 4（8.3）
注：表５の教員になる前に「学習したことがある」と答えた49
人を対象に質問した。
表７ 　教員になってからの児童虐待の学習経験の場
（複数回答）
項　　目 人（％）
教職員初任者研修 22（25.3）
教職員２年目研修 0（0.0）
教職員３年目研修 0（0.0）
５年経験者研修 2（2.3）
10年経験者研修 2（2.3）
各種研修 62（71.3）
啓発パンフレット 40（46.0）
講演会 37（42.5）
その他 9（10.3）
注：表５の教員になってから「学習したことがある」と答えた
88人を対象に質問した。
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　出会った経験がある教員の職歴別にみると，５年
以内の職歴の教員が11.7％，５～ 10年の教員が
10.4％，10 ～ 20年の教員が18.2％，20 ～ 30年の教
員が32.5％，30年以上の教員が27.3％であった。職
歴が長いほど，被虐待児童に出会った経験が多かっ
たが，５年以内の職歴の短い教員も10％以上が経験
を持つことが明らかになった。中には，職歴１年目
の教員のうち経験があると答えた教員も１人いた。
　被虐待児童と出会ったことがある80人の教員に，
最近で，被虐待児童に出会ったのはいつかを確認し
たところ，１か月以内が12.5％，半年以内が
10.0％，１年以内が17.5％，２年以内が20.0％，２
年より前が40.0％で，６割の教員が２年以内に遭遇
していたことが分かった。被虐待児童に出会った経
験のある教員に，その時，どのように対応したかを
質問し，対応したことすべてを選んでもらった。そ
の結果，表８のように教員の多くは，「管理職の教員」
と，「当該児童と関係のある教員に相談」し，「学校
内での児童の様子を観察」，「外部の関係機関に通
告」するなど，さまざまな対応をしていたことが確
認できた。また，児童の様子を観察，児童との会話，
保護者と連絡をとるなどの対応をした教員も半数以
上みられた。教員自身の対応については，19.2％が
「十分対応できたと思う」と回答し，74.0％が「あ
る程度対応できたと思う」と回答していたことから，
ほとんどの教員が対応できたと考えていることが分
かった。
　調査対象者全員に「児童虐待の防止・早期対応・
適切な対応のために学校内でどのようなことが必要
だと思うか」と質問した。その結果は表9に示すと
おりである。教員や保護者を対象とする勉強会，関
係機関との連携，現状の確認や相談ができる体制構
築に関わるすべての事項に対して，ほぼ全員の教員
が必要であると考えていることが明らかになった。
⑷　20項目の具体的虐待行為に関する認識
　調査方法でも述べたように本調査では，表10に
示すような20の具体的な虐待行為を設定し，それ
ぞれの行為に対して「虐待である」，「虐待ではない」，
「わからない」の３つの選択肢から１つ選んでもら
い，教員の児童虐待に関する認識を確認した。
　20行為のうち，教員の100％が「虐待である」と
認識したのは，「子どもにタバコを押し付ける」，「思
春期の娘の胸を愛撫する」，「子どもに性交を強要す
る」，「『殺してやる』と真剣な表情で包丁を子ども
に突きつける」の４行為である。その他の行為につ
いても，ほとんどの行為において教員の９割以上が
「虐待」として認識しており，児童虐待に関する認
識は高いことが分かる。
　教員の５％以上が「虐待ではない」と認識した行
為は，「買い物をしている間乳幼児を車に残してお
く」の１行為，教員の５％以上が「わからない」と
答えた行為は，「買い物をしている間乳幼児を車に
残しておく」行為を含む６行為で，その多くが，ネ
グレクトと心理的虐待にあたる行為である。
表８　被虐待児童発見時の対応（複数回答）
項　　目 人（％）
当該児童に関係のある教員に相談した 47（63.5）
管理職の教員に相談した 62（83.8）
過去に「児童虐待」に対応した経験がある
教員に相談した 12（16.2）
誰にも相談せず一人で解決した 1（1.4）
外部の関係機関を調べた 9（12.2）
外部の関係機関に通告した 46（62.2）
保護者と連絡をとった 40（54.1）
児童の学校内での様子を観察した 57（77.0）
児童と会話できる時間を作った 43（58.1）
「児童虐待」関係の書籍を読んだ 4（5.4）
その他 7（9.5）
注：ここでは，「虐待を受けた児童に出会ったことがある」，「虐
待を受けたと思われる児童に出会ったことがある」と答えた80
人を対象に質問した。
表９　児童虐待の防止・早期対応・適切な対応のために（単位：人（％））
項　　目 ぜひ必要である
どちらかと言
えば
必要である
どちらかと言
えば
必要でない
必要でない 合　　計
教員を対象とした児童虐待関連の勉強会 72（66.1） 36（33.0） 1（0.9） 0（0.0） 109（100.0）
保護者を対象とした児童虐待関連の勉強会 79（71.2） 31（27.9） 1（0.9） 0（0.0） 111（100.0）
児童虐待が疑われる時、関係機関に相談しや
すい校内体制 101（90.2） 10（8.9） 1（0.9） 0（0.0） 111（100.0）
学校が児童虐待を通告した際、迅速に対応し
てくれる関係機関とのネットワークの構築 103（91.2） 9（8.0） 1（0.9） 0（0.0） 113（100.0）
児童虐待が疑われる時、当該児童に関係のあ
る教員同士で相談しやすい校内体制 100（89.3） 11（9.8） 1（0.9） 0（0.0） 112（100.0）
校内で教員同士が児童虐待に関する知識や現
状を確認したり話し合う機会 81（72.3） 30（26.8） 1（0.9） 0（0.0） 112（100.0）
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⑸　通告意思
　調査対象者には，子どもの保護者が子どもに20
行為を行っている場面を発見した際，通告するかど
うかという通告意思を質問した。全教員が「通告す
る」と回答した行為は，「子どもにタバコを押し付
ける」の１行為，90％を超えたのは，「意図的に子
どもを病気にさせる」などの８行為であった。一方，
「通告する」割合が半数を切った行為もみられ，「買
い物をしている間乳幼児を車に残しておく」行為を
含め４行為あり，ネグレクトと心理的虐待に関連す
る行為に対する通告意思率が低かった。さらに，ネ
グレクトや心理的虐待行為に対して通告するかどう
か「わからない」と答えた教師が多くみられた。
　さらに， 20行為のうち教師の全員が「虐待である」
と認識した4行為においても，教師の全員が「通告
する」と答えたのは，「子どもにタバコを押し付ける」
行為のみで，その他の3行為については，100％になっ
ておらず（表10，表11），「虐待である」と認識し
ても，その場面に出くわした際，「通告する」行動
には必ずしも結びつかないことを確認することがで
きた。他の行為においても同様な結果がみられ，虐
待認識と通告意思が必ずしも一致しているわけでは
ない状況が浮き彫りになった。
⑹ 　20項目の虐待行為に対する認識と学習経験，
被虐待児童の遭遇経験，職歴，知識，通告意思な
どとの関連
　小学校教師における児童虐待に関する認識は，学
習経験の有無，被虐待児童との遭遇経験の有無，職
歴，児童虐待に関連する知識の有無，通告意識など
と関連があるかどうかを確認するために，20行為
に対する認識と表12に掲示した７項目を含む11項
目とのクロス集計によるx2検定を行った。その結果，
身体的虐待，性的虐待，ネグレクトの知識の有無と
の関連と，教員になる前の学習経験の有無との間に
関連はみられなかったために，表12には４項目を
除いて表示した。さらに，20行為と虐待の通告意
思との関連については，20行為の認識と20行為を
受けている児童発見時の通告意思についてそれぞれ
クロス集計を行い，x2検定により統計的有意差が認
められた場合は， *（有意水準p<0.05），**（有意水
準p<0.01），***（有意水準p<0.001）で表記した。
　まず，20行為に対する認識と関連がもっとも多
くの行為でみられたのは，教員になってからの学習
経験である。身体的虐待以外の行為において関連が
みられ，児童虐待に関する学習経験のある教員は，
学習経験のない教員に比べて，それぞれの行為を「虐
待である」と認識しており，学習経験のない教員は，
「虐待ではない」と認識したり，または「わからない」
と回答している傾向がみられた。その他，児童虐待
に関する知識を持っている教員，早期発見や通告義
務を知っている教員，被虐待児童と遭遇した経験の
ある教員は，そうでない教員に比べて，それぞれの
行為を「虐待である」と認識する傾向がみられた。
認識と職歴との間で関連がみられた３行為におい
て，職歴が短い教師は，「虐待でない」または「わ
からない」と考える傾向がみられた。
　認識と通告意思との関連においては，関連がみら
れたすべての行為において，同行為を「虐待である」
と認識した場合に，「通告する」傾向がみられた。
例えば，「子どもを繰り返し蹴ったが怪我はしなかっ
た」行為を「虐待」と認識した教師は，同行為を保
護者が子どもにしている場面を見た際，「通告」す
る意思が確認された。しかし，「虐待でない」，また
は「わからない」と答えた教師は，同行為を保護者
が子どもにしている場面を見た際，「通告しない」
または「わからない」と答えている。
５．結論
　本研究では，小学校教員における児童虐待に関す
る認識や被虐待児童への対応を含む現状を明らかに
し，児童虐待防止等のためにどのようなことが必要
かを検討することを目的として分析を行った。
　分析の結果，教員の多くは，児童虐待の早期発見
努力義務及び通告義務を認知しており，被虐待児童
との遭遇経験がある教員は７割以上で，被虐待児童
の発見時には多様な方法で適切に対応しているこ
と，８割以上の教員が児童虐待に関する教育を受け
ていることなどが明らかになった。教師の職歴，虐
待に関する知識，学習経験，被虐待児童との遭遇経
験などは，教師における虐待判断に影響を与えてお
り，職歴が長い場合，知識がある場合，学習経験が
ある場合，被虐待児童との遭遇経験がある場合など
は，そうでない場合に比べて，虐待判断率が高い傾
向がみられた。また，虐待として認識している場合，
通告意思も高くなる傾向がみられた。児童虐待の早
期発見や防止のための対応については，多くの教師
が，普段から児童をよく観察すること，家庭と学校，
地域と関係機関との連携を持つこと，学習を継続す
ることなどをあげており，児童虐待防止に対する意
識が高いことを確認することができた。
　一方，本研究では，虐待判断と通告意思に関わる
課題を再確認することができた。実は，本調査で設
定した20行為は，すべて虐待に当たる行為で，最
初に述べたように厚生労働省で提示した手引きなど
の具体例を参考に作成されたものである。したがっ
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表10　20項目の具体的虐待行為に関する認識（単位：人（％））
行　　為 虐待である 虐待ではない わからない 合　　計
?????子どもを繰り返し蹴ったが怪我はしなかった 108（96.4） 2（1.8） 2（1.8） 112（100.0）
子どもにタバコを押し付ける 112（100.0） 0（0.0） 0（0.0） 112（100.0）
意図的に子どもを病気にさせる 108（96.4） 0（0.0） 4（3.6） 112（100.0）
冬に子どもを戸外に締め出す 108（96.4） 2（1.8） 2（1.8） 112（100.0）
子どもを一室に拘束する 108（98.2） 0（0.0） 2（1.8） 110（100.0）
????
性的満足のために自分の性器を触らせる 110（99.1） 0（0.0） 1（0.9） 111（100.0）
思春期の娘の胸を愛撫する 111（100.0） 0（0.0） 0（0.0） 111（100.0）
性交の場面を子どもに見せる 104（93.7） 1（0.9） 6（5.4） 111（100.0）
ポルノグラフィティーの被写体に子どもを強要する 100（99.1） 1（0.9） 0（0.0） 111（100.0）
子どもに性交を強要する 110（100.0） 0（0.0） 0（0.0） 110（100.0）
?????買い物をしている間乳幼児を車に残しておく 94（83.9） 7（6.3） 11（9.8） 112（100.0）
子どもを不潔な環境の中で生活させる 104（92.9） 1（0.9） 7（6.3） 112（100.0）
子どもが病気になっても病院に連れて行かない 106（94.6） 1（0.9） 5（4.5） 112（100.0）
子どもの意思に反して学校に行かせない 110（98.2） 0（0.0） 2（1.8） 112（100.0）
祖父母が子どもに熱湯をかけているのを放置する 111（99.1） 0（0.0） 1（0.9） 112（100.0）
?????
太っているのを気にしている子に「お前はいつ見てもデ
ブだね」と言う 101（91.0） 4（3.6） 6（5.4） 111（100.0）
子どもに「あんたなんか生まれてこなければ良かった」
と言う 106（95.5） 2（1.8） 3（2.7） 111（100.0）
「殺してやる」と真剣な表情で包丁を子どもに突きつける 112（100.0） 0（0.0） 0（0.0） 112（100.0）
子どもの目の前で配偶者に対して暴力を振るう 100（90.1） 3（2.7） 8（7.2） 111（100.0）
子どもを他のきょうだいと比べ差別的な扱いをする 101（92.7） 2（1.8） 6（5.5） 109（100.0）
注：質問時には，20行為をランダムに配置していたが，表10では，実際の質問順ではなく，20行為を身体的虐待，性的虐待，ネグレ
クト，心理的虐待に分類し表記した。
表11　児童虐待発見時の通告意思（単位：人（％））
行　　為 通告する 通告しない わからない 合　　計
?????子どもを繰り返し蹴ったが怪我はしなかった 74（73.3） 8（7.9） 19（18.8） 101（100.0）
子どもにタバコを押し付ける 102（100.0） 0（0.0） 0（0.0） 102（100.0）
意図的に子どもを病気にさせる 90（90.0） 2（2.0） 8（8.0） 100（100.0）
冬に子どもを戸外に締め出す 73（73.7） 8（8.1） 18（18.2） 99（100.0）
子どもを一室に拘束する 79（79.0） 7（7.0） 14（14.0） 100（100.0）
????
性的満足のために自分の性器を触らせる 95（94.1） 3（3.0） 3（3.0） 101（100.0）
思春期の娘の胸を愛撫する 95（93.1） 3（2.9） 4（3.9） 102（100.0）
性交の場面を子どもに見せる 81（80.2） 8（7.9） 12（11.9） 101（100.0）
ポルノグラフィティーの被写体に子どもを強要する 96（95.0） 1（1.0） 4（4.0） 101（100.0）
子どもに性交を強要する 100（98.0） 1（1.0） 1（1.0） 102（100.0）
?????買い物をしている間乳幼児を車に残しておく 47（45.6） 20（19.4） 36（35.0） 103（100.0）
子どもを不潔な環境の中で生活させる 63（62.4） 11（10.9） 27（26.7） 101（100.0）
子どもが病気になっても病院に連れて行かない 74（73.3） 8（7.9） 19（18.8） 101（100.0）
子どもの意思に反して学校に行かせない 94（92.2） 2（2.0） 6（5.9） 102（100.0）
祖父母が子どもに熱湯をかけているのを放置する 100（98.0） 0（0.0） 2（2.0） 102（100.0）
?????
太っているのを気にしている子に「お前はいつ見てもデ
ブだね」と言う 30（30.3） 32（32.3） 37（37.4） 99（100.0）
子どもに「あんたなんか生まれてこなければ良かった」
と言う 36（36.0） 21（21.0） 43（43.0） 100（100.0）
「殺してやる」と真剣な表情で包丁を子どもに突きつける 99（98.0） 1（1.0） 1（1.0） 101（100.0）
子どもの目の前で配偶者に対して暴力を振るう 72（72.0） 10（10.0） 18（18.0） 100（100.0）
子どもを他のきょうだいと比べ差別的な扱いをする 41（41.0） 22（22.0） 37（37.0） 100（100.0）
注：20行為の表示順は表10と同様である。
李　　璟媛　・　安達　由貴
− 68 −
て，すべての行為を虐待行為として判断しなければ
ならない。例えば，『子ども虐待対応の手引き』の
説明では，「親がパチンコに熱中している間，乳幼
児を自動車の中に放置し，熱中症で子どもが死亡し
たり，誘拐されたり，乳幼児だけを家に残して火災
で子どもが焼死したりする事件も，ネグレクトとい
う虐待の結果であることを留意すべきである」と明
記している。つまり，子どもに対する行為が虐待で
あるかどうかの判断は，保護者が「遊ぶ間放置して
いるか，仕事をしている間放置しているか」，また
は「虐待するつもりがあるかどうか」ではなく，「子
どもの健康・安全への配慮がなされているかどうか」
に基づかなければならない（厚生労働省雇用均等・
児童家庭局，2009）（上本・李，2014）。また，「子
どもの目の前で配偶者に対して暴力を振るう」行為
に関しては，「児童虐待防止法」第２条において，「児
童に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応，児
童が同居する家庭における配偶者に対する暴力」を
心理的虐待として規定している。虐待判断のための
的確な知識が必要である。
　本研究では，虐待として認識している場合，通告
意思も高くなる傾向がみられた。しかし，その認識
が必ずしも通告意思とつながっているわけではない
ことも明らかになった。2012年に出された文部科
学省の指針には，「児童虐待防止法」の規定により，
「虐待の事実が必ずしも明らかでなくとも，一般の
人の目から見れば主観的に児童虐待があったと思う
であろう場合であれば，通告義務が生じること」，
また，「こうした通告については，法の趣旨に基づ
くものであれば，それが結果として誤りであったと
しても，そのことによって刑事上，民事上の責任を
問われることは基本的に想定されないものと考えら
れることについて教職員の認識が必ずしも十分でな
いとみられることから，この点について一層の周知
を図る必要がある」と示されており（厚生労働省雇
用均衡・児童家庭局総務課，2012），児童虐待防止
等のための学校教育関係者への通告義務を含む的確
な周知と対応を求めている。
表12　虐待の認識と他項目との関連
行　　為 学習経験
遭遇
経験 職歴
児童虐待に関する知識の有無
通告
意思児童虐待
防止法
心理的虐
待の知識
教師の義務
早期発見
努力義務 通告義務
?????子どもを繰り返し蹴ったが怪我はしなかった * ***
子どもにタバコを押し付ける
意図的に子どもを病気にさせる ***
冬に子どもを戸外に締め出す * ***
子どもを一室に拘束する * **
????
性的満足のために自分の性器を触らせる *
思春期の娘の胸を愛撫する
性交の場面を子どもに見せる ** * *** ***
ポルノグラフィティーの被写体に子どもを強
要する *
子どもに性交を強要する
?????
買い物をしている間乳幼児を車に残しておく * *** ** ***
子どもを不潔な環境の中で生活させる * *** **
子どもが病気になっても病院に連れて行かない ***
子どもの意思に反して学校に行かせない ** *** **
祖父母が子どもに熱湯をかけているのを放置
する *
?????
太っているのを気にしている子に「お前はい
つ見てもデブだね」と言う ** * * *
子どもに「あんたなんか生まれてこなければ
良かった」と言う * * *
「殺してやる」と真剣な表情で包丁を子どもに
突きつける
子どもの目の前で配偶者に対して暴力を振るう ** ***
子どもを他のきょうだいと比べ差別的な扱い
をする * * *
注：*** p<0.001　　　** p<0.01　　　* p<0.5
小学校教員における児童虐待に関する認識と対応
− 69 −
　教員が，被虐待児童を発見した際，通告をためら
い，抵抗を感じる背景には，誤報の可能性や通告後
の保護者との関係への懸念などがあることは，すで
に多くの研究で指摘されている（総務省行政評価局，
2010）（玉井，2004）（岩崎・子安・伊藤，2007）（西
原・原田・山口他，2008）。しかしながら，文部科
学省の指針にもあるように，通告の結果がたとえ誤
報であったとしても，児童虐待を早期発見するため
には，児童虐待を疑う段階でまず通告することが必
要であることを徹底して周知する必要がある。その
ためには，まずは児童虐待判断や通告などに関する
的確な知識を持つことが必要である。すでに玉井ら
は，児童虐待の早期発見と防止，通告を含む適切な
対応のために，教職員を対象とする継続した勉強会
や講習会が必要であることを指摘している（玉井，
2004）（西原・原田・山口他，2008）。
　本研究においても，教員が被虐待児童の早期発見
と適切な対応をするためには，継続的な学習機会の
提供により的確な知識を持つとともに，学校内外の
ネットワークを整備すること，関係者間において共
通認識を持つこと，情報を共有することなどが必要
であることを確認することができた。
注
　⑴　上本・李の研究における児童虐待関連20行
為は，高橋らの調査と厚生労働省の『子ども虐待対
応の手引き』および文部科学省『研修教材「児童虐
待と学校」』を参考に作成している。
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